カンボジアの開発戦略の再考 : 貧困削減と戦後復興のプロセスの中で by 藤田 輔 et al.
はじめに




１. 貧困をめぐる諸議論 ‒ . ｢所得貧困｣ の概念における妥当性と問題点 ‒ . カンボジアの貧困を分析する視点
２. ｢所得貧困｣ に基づいた分析 ‒ . 貧困ラインの設定と ｢所得貧困｣  主たる調査報告文書  『貧困プロフィール』 の分析 ‒ . マクロレベルでの貧困の特徴  貧困と国民生活  貧困と農業 ‒ . 貧困と経済成長における課題
３. 内戦が与えたダメージ ‒ . 内戦の概況 ‒ . 内戦と貧困の関連性










の研究がなされており, 国際的な注目度もきわめて高い｡ しかしながら, 概して, 内戦経験国
は, 戦中・戦後を通じた人的・物的資本の減少, 非生産的な軍事費の増大, 市場取引の崩壊な
どの経済的ダメージのみならず, 地雷の被害, 難民の増大, 感染症の深刻化などの社会的ダメ
ージをも被ることが多く, 結局のところ, これらが経済開発を極度に遅らせてしまうことにな




に遅れを取らざるを得ないこととなった３)｡     年に      (東南アジア諸国連合) に加盟
を果たしたものの, 域内における経済格差は大きく, 工業化を通じた先発諸国 (ブルネイ, イ
ンドネシア, マレーシア, フィリピン, シンガポール, タイ) へのキャッチアップが困難にな
っているのに加え, 貿易・投資自由化の中で, カンボジアの輸出主導産業である繊維縫製業が
他国との競合でマイナスの影響を受けやすくなるという事態に直面している４)｡ また, 後述す
るとおり, ｢社会的弱者｣ の存在, 所得不平等の増大, 労働市場におけるミスマッチ, ｢法の支
配｣ の欠如など, カンボジア国内の安定を損ないかねない諸問題が山積しており, これらは貧
困削減を達成していくプロセスの中で直視せざるを得なくなっている｡
さらに, 内戦経験国である以上, そこから得られる教訓を受け止めて, 内戦が自国のみなら
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(    ) がある｡ 前者は ｢毎年少なくとも    人以上の戦闘関連の戦死者が出ている国内紛争で, 大
量虐殺と区別するため, 政府と識別可能な反乱軍とのいずれもが, この戦死者の少なくとも５％は占
めていること｣ としている｡ 一方で, 後者は ｢①毎年ではなくその戦争期間中に    人以上の戦死
者を出していること, ②国際的に認められた国家主権に対する反乱であること, ③その国の認められ
た国境内で発生していること, ④国家が主たる軍隊として加わっていること, ⑤反乱軍は組織された
軍隊で国家を攻撃し, 国家に被害 (戦死者) を与えることができたこと｣ としている｡ 本稿では, ポ
ル・ポト政権時の大量虐殺を内戦の一部と捉えることに妥当性を見出しているため, 後者の定義に則
って, 議論を展開していくこととする｡
２) 世界銀行 (    ) を参照のこと｡
３) 木原 (    ) によると, メコン地域で同じような自然条件や王国の歴史を持つタイとカンボジアの
過去の１人当たり   を計算すると,     年頃は両国とも年間   ドル程度であった｡ しかし, 約  年後の    年には, タイが    ドルであるのに対し, カンボジアは未だに   ドルに留まっている
のが現状である｡
４) カンボジアを含む     後発諸国の工業化を通じた先発諸国へのキャッチアップの限界につい
ては, 藤田 (     ) で議論されている｡ また,      (     自由貿易地域)・    (世界貿易
機関) における貿易自由化が与えるカンボジアの繊維縫製業へのインパクトについては, 藤田 (     ) で詳細に述べられている｡
                                                               
ず近隣国にも負のスピル・オーバー効果をもたらす ｢国際公共悪｣ 的要素を持つという観点か




議論を整理し, とりわけ ｢所得貧困｣ の妥当性と問題点を指摘し, 同国の貧困を分析する
際の視点について考察を図ること｡













通常, 貧困とは, ｢ある社会で, 当該社会の基準で見て                 と想定さ
れる物的な福祉水準を達成できない状態｣ と定義されることが多い６)｡ この定義は, ｢生活水
準アプローチ｣ あるいは ｢所得貧困｣ と呼ばれる７)｡ その上で, 山崎 (    ) によると, ｢そ
れ以下では生存が脅かされる様々な財 (食糧, 医療, 家屋など) の消費水準 (あるいはそれを
実現する実質所得水準)｣ を示す貧困ラインを想定して, この貧困ラインに達しない個人ある
いは家族が貧困層と定義される｡ 斎藤 (    ) は, この ｢所得貧困｣ という考え方は,    
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５) 木原 (    ) では, 内戦が持つ ｢国際公共悪｣ 的要素の具体例として, 難民増加による感染症の拡
大, 治安維持のための軍拡競争, 麻薬・コカインの生産や輸出の増大などが挙げられている｡
６) 絵所 (    ) を参照のこと｡
７) ｢所得貧困 (             )｣ という概念については, 以前はあまり用いられなかったが, 最近
になって,          (     ) が貧困削減戦略を講じる際の基本フレームワークの一つとして見
なしているのに加え, 斎藤 (    ) や高梨 (    ) においても, この表現が多用されている｡
                                                               
(    ) が規定するところの ｢食糧貧困｣ の概念とともに８), 世界で比較的広く受け入れられ
てきたものであると指摘している｡ この概念に基づくと, 貧困削減を達成させるためには, 所
得の再分配政策に加えて,     (国内総生産) の拡大そのものが不可欠となるため, マクロ
的な経済成長を促進する政策が求められることになるのは言うまでもない９)｡ 筆者としても,
技術革新を通じて工業化が図られつつ, 貿易・投資の増大が次第に促されることで, マクロ的
な経済成長がもたらされ, １人当たり所得が増加し, 結果として ｢所得貧困｣ が軽減されると
いうメカニズムについては, ある程度支持できる｡
しかし, ｢所得貧困｣ に基づく分析にあたっては, いくつかの実際上の困難があるため  ),
貧困の実態を把握するのに限界が生じてくることが多い｡ また, そのような側面のみで貧困を
捉えて, 貧困削減のための政策を講じることはきわめて短絡的であるとも考えられる｡ むしろ,
マクロ的な経済成長を重視する, いわゆる ｢開発主義｣ 的政策が採用されると  ), 資源が集中
的に投下された産業やその利害関係者にはより多く利益に結びつくが, そうでない部分は経済
成長の恩恵を受けられなくなり, かえって所得不平等が拡大するという負の効果を生じさせる
場合がある｡ つまり, 国ごとに置かれている状況が異なるため, マクロ的な経済成長が貧困削
減の必要条件であっても十分条件とは言えなくなる｡ ここで, 経験則として, 東アジアにおけ
る経済成長と所得分配の変化要因を分析した事例を紹介することで, このことについて検証し
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８)     (    ) によれば, ｢健康な生活を送るために必要な最小限の食糧を取ることができない状態｣
が ｢食糧貧困｣ とされており, 具体的には, 例えば１日に必要なカロリー摂取量を    キロカロリ
ーと規定し, それすら満たすことができない人々は世界に８億人ほど存在すると推定されている｡
９) 高梨 (    ) によれば, 貧困削減のためにマクロ的な経済成長を促すには, ①国内における活発な
設備投資, ②より良い技術を導入して, 経済全体の生産性を高めていくこと, ③電力や道路・鉄道網,
港湾設備・通信網などの産業基盤, いわゆるインフラを整備していくこと, の３つが重要な条件であ
るとされている｡  ) 絵所 (    ) によると, ｢所得貧困｣ の把握において困難になるポイントとして, ①信頼に足る十
分なデータがないこと, ②データが得られたとしても, 果たして正確に実態を反映した貧困ラインを
描けるのかというデータ処理に関わる問題が生じること, ③社会のサブ・グループ (都市・農村ある
いは就業形態) 間でどのように貧困が異なるかを示す ｢貧困プロフィール｣ を作成する際に, サブ・
グループごとに異なった貧困ラインを設定しなければならないこと, ④貧困ラインが得られたとして
も, 果たして貧困ラインのすぐ上の人々とすぐ下の人々との間に生活水準に大きな差があるのかとい
う問題があること, の４点が挙げられている｡  ) ｢開発主義｣ の定義としては, 例えば, 末廣 (    ) の ｢工業化の推進を軸に, 個人や家族や地域
社会ではなく, 国家や民族などの利害を最優先させ, そのために物的・人的資源の集中的動員と管理
を図ろうとするイデオロギー｣ や, 速水 (    ) の ｢経済の発展とくに途上国にとって先進国をキャ
ッチアップするための発展には, それがもたらす物質的な満足を超えた価値 (例えば, 民族的自尊心
の満足) を認めるべきとの考え方がある｡ それは市場での自由な選択とそれがもたらす消費効用の最
大化に価値を置く市場主義経済と対立する理念である｡｣ などが挙げられる｡ 本稿では, マクロ的な





少について, 経済成長と所得分配の変化の要因に分解したものである｡ 成長要因とは, それぞ
れの時期の初めの時点から不平等度が変化しなかった場合に達成される貧困人口比率の減少分
である｡ 一方, 再分配要因とは, それぞれの時期の経済成長率がゼロであった場合に, 所得分
配の変化のみによって実現される貧困人口比率の減少分である  )｡ 表から明らかなように, 再





うか｡ 確かに, ｢所得貧困｣ という概念で貧困の実態を捉えた上で, マクロ的な経済成長が貧
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表１ 貧困減少の要因分解
貧困人口比率の減少 成長要因 再分配要因 残差
タイ (    ～  年)         ▲     
インドネシア (    ～  年)         ▲     
中国 (    ～  年) ▲      ▲   ▲  
中国 (    ～  年)       ▲   ▲  
フィリピン (    ～  年) ▲      ▲     




  ) 手法の詳細は,               (    ) を参照されたい｡  ) 所得不平等の度合いが経済成長とともに変化する可能性が最初に検証されたものは,        
(    ) で示された逆 字仮説である｡ これは, 経済発展の初期には所得分配が悪化し, 後に平等化
するという仮説であるが, 例えば, ジニ係数を縦軸に, 所得水準を横軸に取り, 不平等度の時系列変
化を図示すると, 所得水準が上がるに従って不平等度が上昇し, その後はその度合いが下がるという
グラフが描かれ, そのグラフの形状から逆 字仮説と呼ばれた｡ しかし,     年代になると,               (    ) や               (    )・(    ) などによって, この仮説の有効性
に対する疑問が呈された｡ これらの実証研究で示されたのは, むしろ各国における所得分配の時系列





実際に, 本稿の２節では, ｢所得貧困｣ の概念に基づいた２つの主たる調査報告文書を用いて,
マクロレベルでカンボジアの貧困の特徴を把握し, 貧困と経済成長における課題を提示してい
くが, この中では, 現段階のカンボジアにおいては, 貧困人口比率は減少しており, マクロ経
済上はかなりの程度で貧困が削減されているのではないかとの推測が得られている｡ しかし,
一方では, 所得不平等が増大してきているのも事実である｡ このことに関しては, 東アジア諸
国における貧困の動向を分析している         (     ) が大変示唆に富んでいる  )｡ こ
の中で, カンボジアにおいて, 確かにマクロレベルでの貧困人口比率は減少しており, 今後も
引き続き減少の見通しであるものの, 所得の不平等度を表すジニ係数が上昇してきていること
が報告されている｡ 実際にその数字に着目すると,     年は   であったが,     年になると   まで上昇している｡ また,     ～    年の産業別の平均   成長率を見ていくと, 第１
次産業が  ％, 第２次産業が   ％, 第３次産業が  ％となっており  ), 繊維縫製業に代表
される製造業が経済成長を主導しており, その利益を享受している一方で, その他の産業は製
造業ほどの利益を得ていないことが窺え, 産業全体で不均衡が生じたまま, 経済成長が達成さ
れているため, この側面から考えても, 不平等が生じてきていると言える｡ つまり, 内戦後の
カンボジアにおいては, 工業化を通じて経済成長が達成されつつ, 市場経済化が進展したが,
その一方で, 実際に不平等の増大という負の作用が引き起こされたと推測できる｡ したがって,
カンボジアの開発戦略を講じる際には, ｢所得貧困｣ という概念のみで議論すると, 経済・社
会全体にとって, 有益な効果が期待できない｡ ここで, 筆者は, カンボジアの場合は, 貧困削
減のみならず, 本格的に戦後復興を果たすためにも, 制度やガバナンスなどのあらゆる諸分野
を取り込みながら, ｢社会的弱者｣ への保護という観点も交えて  ), 開発戦略を図っていくこ
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  )          を含む国連関連機関においては, 貧困とは ｢現在の生活状態が低く, 必要最低限の
生活 (＝貧困ライン) を維持できない状況｣ であり, より具体的には, ｢１人１日１ドルの生活水準
(＝所得もしくは消費水準) を貧困ラインとし, それ以下の生活を営まざるを得ない状況｣ と定義さ
れている｡ この定義に基づいて, 実際に,     年９月の国連ミレニアムサミットで採択された    
(ミレニアム開発目標) において, 第一目標として, ｢１人１日１ドル以下の人口を    年から    年
にかけて半減すること｣ が数値目標として明記され, 世界的に貧困削減が取り組まれることとなって
いる｡  )     (    ) より筆者試算｡  ) ｢社会的弱者 (                     )｣ の定義は一様ではなく, あらゆる学問方面で議論
されているが, 本稿では, 筆者なりに定義付けて, ｢人種, 宗教, 国籍などにより当該社会の中にお
いて単にマイノリティ (少数派) で, 発言力も社会的な進出機会も制約されているという一般的な社
会的マイノリティに限らず, その社会の中で, 所得, 身体, 健康, 学歴, 年齢, 生活形態, 職業スキ
ルの有無により, その発言力が限定され, 生活上の改善を図ることも困難で, 他の人々に比べて, そ
の生活の質において, 著しく不利で傷つきやすい立場に置かれている人々｣ を ｢社会的弱者｣ とした
い｡ その中には, 内戦・地雷の被害者とその家族, 難民, 感染症患者, 失業者に加え, 介護を受けら
れない障害者, 強制的に労働搾取された児童, 孤立した病人なども含める｡
                                                               
とが重要であると提起したい｡   (    )・(    ) では, 貧困とは, ｢物質をそれぞれの人が活用しようとする際の自由
の欠如｣ であるとされている｡ ここでは, 何が欠如しているかよりも, どのような状況の下で
欠如が発生しているかの方が重要であるという指摘が繰り返しなされる｡ それを考える際に,
カンボジアの場合, 内戦の勃発, 独裁政権の台頭, 経済・社会インフラの破壊などの外部不経
済が生み出され, そのような状況下で自由が欠如したことは歴史的に見ても明らかであり, 筆
者としては, その結果, 内戦・地雷の被害者とその家族, 難民, 感染症患者, 失業者などのい
わゆる ｢社会的弱者｣ が多く発生し, 彼らが貧困層になるに至ったと思料する｡ マジット
(    ) は, 中世においては貧困の反対語は裕福でなく権力者であったと指摘しているが, 実
はこのことは現代にも通ずる主張であり, 貧困層が ｢低所得層｣ であるよりも ｢社会的弱者｣
であることを想起する上で大変重要である｡ カンボジアに限らず世界では, ｢社会的弱者｣ で
ある貧困層が何らかの目標を持って何らかの行動を起こす時でも, 制度上の障害に遭遇して,
本来の目標を果たすことができなくなってしまう一方で, ある程度権力の持つ者はそれを遂行
できるという状況が散見される｡ カンボジアの場合, こういう ｢社会的弱者｣ においては, 概
ね自らの安全な日常生活が脅かされている場合が多い｡ したがって, 以下では, ｢所得貧困｣
の概念に加えて, 貧困層が ｢社会的弱者｣ であること, そして, 貧困と不平等の軽減が国内の
政治的・社会的安定へ導き, その結果, 本格的な戦後復興も促進されることを認識し, 議論を









なっている              (    ) (以下, 『    年貧困プロフィール』 とする) の２
点が挙げられる｡ ここでは, 貧困の定義として ｢所得貧困｣ が採用されているが, こうして定























なされる人々は, 調査対象地域居住者の  ％近く (    ～  年で   ％,     年で   ％) に
達している｡ また, 調査の対象となった人口の約  ％ (    ～  年で   ％,     年で   ％)
は農村部に居住しているが, そうした農村部居住者の約  ％ (    ～  年で   ％,     年で   ％) が貧困層であり, しかも, 首都プノンペンにおける貧困層よりも貧困の度合いがより
深刻であるとの結果が出ている｡ したがって, 貧困層として見なされる人々の大部分 (    ～  年で   ％,     年で   ％) は農村部に居住していることになる｡
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表２ カンボジアの貧困ライン (単位：USドル)    ～  年     年
プノンペン その他都市部 農村部 プノンペン その他都市部 農村部
食料貧困ライン                        
非食料支出                        









ロフィール』 と 『    年貧困プロフィール』 における貧困推計は時系列比較をなし得るもので
はない｡ しかし, 表２に見るように, 両者ともほぼ同様の傾向を示していることから, これら












ラインを下回る人口の割合 ％  貧困全体に対する寄与度 ％  指数 ％  貧困全体に対する寄与度 ％ 
プノンペン                 
その他都市部                   
農村部                    






ラインを下回る人口の割合 ％  貧困全体に対する寄与度 ％  指数 ％  貧困全体に対する寄与度 ％ 
プノンペン                
その他都市部                 
農村部                   
全 体                      
(注) ① ｢全体｣ とは調査対象地域全体を指し, ｢全国｣ ではない｡
② ｢人数指数｣ とは, 支出が貧困ラインを下回っている人数によって, その出現度を測る指数｡




１日当たり    カロリーの食物摂取及び１日当たり   ドル (    年のプノンペンで年間約  ドル程度), もしくは１日当たり   ドル (    年の農村部で年間約  ドル程度) の支出に
て得られる食糧以外の財・サービスが最低限の水準であることを正しく示しているとすれば,
ここで設定されている貧困ラインは, 例えば,      (経済協力開発機構) の    (開発援
助委員会) で採択された                                                            という文書が ｢極端な貧困｣ としている１年当たり所得   ドルの水準を大き
















指数 ％  貧困全体に対する寄与度 ％  指数 ％  貧困全体に対する寄与度 ％ 
農業                    
鉱工業                
建設・公益事業                
商業                
運輸・通信                
行政サービス                
教育・医療                
その他サービス                
職種不明                
失業中                
非労働力人口                
報告なし                




したのが表４である｡ これによれば, 世帯主が農業に従事している世帯で暮らしている人々の  ％が貧困ライン未満の支出水準で暮らしており, 貧困層全体の  ％強がこうした人々によっ
て占められている｡ また, その下回っている程度も, 世帯主が他業種に従事している場合より
も著しいことが示されている｡
実は, カンボジアの農業全般に関して, 最近は悲観的な見方が多く, カンボジアの経済成長
は貧困削減にあまり貢献してこなかったのではないかという評価が専門家の間で広まってきて
いる｡ 例えば, 主要農業産品であるコメのバリュー・チェーンにおける利益配分の構造におい
て, 精米業者のシェアは高くても, 農民のそれは隣国ベトナムの半分以下であり, 低いと言わ
ざるを得ない｡ つまり, コメの生産・輸出がカンボジアの農民の利益にあまり反映されていな
いと理解できる｡ また,          (    ) によれば, 貧困削減が進まない理由の１つとし
て, 低い農業成長率ということを挙げている｡ その数字は過去５年間 (    ～    年) で年率
平均  ％に過ぎない｡ 加えて, 農作物の多角化も極度に進んでおらず,    万  の農地の  








に指摘した｡ したがって, 貧困削減のためには, 所得の再分配政策に加えて,    の拡大そ




て一定の評価を与えている｡ 上述したとおり, 『    ～  年貧困プロフィール』 と 『    年貧
困プロフィール』 のデータは, 厳密に言うと, 時系列の比較をなし得るものではない｡ しかし,
『貧困アセスメント』 においては, 多くの留保を付けつつも, この２つのプロフィールに含ま
れているデータを比較して,     年代の経済成長が若干の貧困削減に結びついたと結論付けて
いる｡ その根拠としては, １人当たりの個人消費支出に３％の増加が見られたこと, 貧困の出
カンボジアの開発戦略の再考    
  ) カンボジアの農業政策と貧困削減における問題点については, 藤田 (    ｂ) を参照されたい｡
                                                                
現率が人数指数で見て  ％ (    ～  年) から  ％ (    年) に減少していること, そして,
幼児死亡率, 初等教育就学率, 平均余命などの主要社会指標に改善が見られること, などを挙
げている｡ ただし,     年のカンボジア政変とアジア通貨危機の影響によって, このような好
ましい傾向が妨げられた可能性が高いとしている｡
表６は,     年から    年の間に一定の個人消費支出の拡大が実現されたと仮定した場合の




ただ, 現在 (    年９月) において, 実際のカンボジアの経済動向に着目すると,     ～    年の１人当たりの消費支出の平均値は未公表であるが, 同期間の平均実質   成長率に
ついては, 筆者の試算によれば  ％となり  ), 表６の ｢高度成長の場合｣ に属すると推測で
きる｡     (    ) は,     ～    年にかけては５％台で成長率が停滞したが, その後, 各
主要産業の生産性向上が貢献したことにより,     年は  ％を記録し,     年は   ％まで
大幅に成長率を伸ばすと試算している｡ したがって, 実質   成長率の側面で捉えれば,    年時点と比べれば, 人数指数ベースでかなり貧困が削減されているのではないかと推測で
きる｡
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表５ ASEAN諸国の平均人口増加率 (1975～2002年)
カンボジア ラオス ミャンマー ベトナム インドネシア フィリピン タイ  ％   ％   ％   ％   ％   ％   ％
出所：     (    ) より作成
表６ 貧困削減予測 (単位：人数指数)    年     年
低成長の場合 中度成長の場合 高度成長の場合
プノンペン             
その他都市部                
農村部                
全国                
(注)     ～    年の１人当たり消費支出の平均値が, ｢低成長の場合｣ は  ％, ｢中度成長の場合｣ は  ％, ｢高度成
長の場合｣ は  ％として推計｡ これらを実質   成長率に換算すると,それぞれ,  ％,  ％,  ％に相当する｡
出所：              (    ) より作成
  )     (    )・(    ) より試算｡ なお,     ～    年の値は実績値であるが,     年の値は推計
値として試算した｡
                                                                
しかし, 前節で述べたとおり, 実際に, カンボジアでは所得不平等が拡大傾向にあり, マク
ロ的な経済成長が貧困削減の十分条件を満たしていない｡ したがって, より多くの貧困層に恩
恵を与えて, 成長の成果が共有できるような開発戦略のあり方について議論されるべきであろ
うが, その点に関しては, 現在, 制度やガバナンスなど幅広い分野を取り込んだ研究が各方面
















し, 人民革命党政権 (ヘン・サムリン政権) を擁立した｡ ポル・ポト政権崩壊直後の惨状に対
しては, 国際社会は非常に寛大な人道援助を行ったが,     年, 国連によって緊急支援の終了
が宣言された｡ その後, 人民革命党政権を承認しない多くの西側諸国はカンボジアに対する開
発援助を行おうとはしなかった｡ 一方, 国連においても, 代表権は人民革命党政権ではなく,
引き続きポル・ポト派 (    年以降は民主カンプチア連合政府) に与えられた｡ こうして, 西
側諸国や国連という開発援助の主要供与体から援助を拒絶された人民革命党政権は, 国土の復
興に取り組むにあたって, 旧ソ連, ベトナム, 他の東側諸国及び各国   による援助のみに
カンボジアの開発戦略の再考    







されてきた結果として生じたと言っても過言ではない｡ このことは, 『貧困アセスメント』 に
おいても同様の認識が示されている  )｡ その中では,   年以上にわたる内戦と社会混乱の遺産
として, 国内避難民・帰還難民, 地雷による四肢切断者, 軍事費の増大の３点が指摘されてい
る｡ そして, このような諸問題の歴史的経緯について叙述することによって, 貧困削減に対す
る含意を導き出そうとしている｡ そして, 結論としては, 政府が特に配慮するべき点として,
①カンボジア人の貧困に対する脆弱性 (                            ), ②経済・
社会インフラの貧弱さ, の２点が挙げられている｡ ①の意味するところは, カンボジアには経
済成長のプロセスに十分に参加できない人々が多いということである｡ 特に, 戦傷による障害
・孤児, 土地・資本などの基本的な資産へのアクセスを欠いた人々は, 経済成長の恩恵を享受





前節で述べたように,               (    ) の中では, 政府が特に配慮するべき
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筆者としては, おおよそ上記を支持するが, ２点ほど付言しておきたいことがある｡ まず,
③の地域への難民などの再統合の問題であるが, ここに旧ポル・ポト派支配地域への国民経済
への統合, 及び旧ポル・ポト派兵士の地域社会への統合の課題を付け加えるべきであると考え





対策が必要となろう｡ このことについては, 実は⑤にも関連するのだが,     (    ) にお
いて, 財政改革の歳出に関する項目の中で, 軍事関連支出の対   比２％への削減というも
のが盛り込まれている｡ しかし, これに際して, 軍人動員解除という問題が発生し, 大規模な
新規雇用も求められる｡ 当然, 旧ポル・ポト派兵士も軍人動員解除の対象となる｡ 廣畑 (    )
でも述べられているように, やはり政策的な雇用創出が重要となってくる  )｡
２点目は, ④で指摘されている地雷除去の課題である｡ ここでも, 筆者としては, 被害者及
び被害者世帯への福祉政策の必要性を付け加えておきたい｡ 地雷の被害は, 四肢切断によって
人々の労働能力を大きく減少させ, 結果として, 人的資本の減少や被扶養者の実質的負担増加
という負の経済効果がもたらされる｡ そのため, 歳出に関する改革の一環として, 被害者世帯
への所得保障政策への取り組みがより一層求められよう｡
4‒2. 労働市場におけるミスマッチの解消に向けて






性を持つものであり, そのミスマッチが量・質とも少なければ少ないほど, ｢社会的弱者｣ の
一員と見なされうる失業者が減少することで, 徐々に貧困削減に寄与すると筆者は思料してい
カンボジアの開発戦略の再考    
  )     年５月現在, 軍人動員解除に伴う新規雇用創出に関して具体的な効果は確認されていない｡ し
かし, 木原 (    ) によると, フランス開発庁 (   ) は, 開発支援の一環として, 地元の資源を
活かした生産活動の支援 (職業訓練校の設立など) を行っているとのことであり, 地方レベルで徐々
に中小企業育成ならびに新規雇用創出のための取組みの事例が散見されてきている｡
                                                                




経済化への途を歩む中で, 最近では, 数字上でもかなり高度な経済成長を遂げてきている｡ 上
述したとおり, 悲観的な見方が支配的ではあるものの, 農業生産力はそれでも徐々に向上して
おり, マクロレベルでは食糧の自給が達成されている  )｡ 一方で, 都市部においては, 外国資
本による繊維縫製業を中心とした直接投資が寄与し, 主に首都のプノンペン及びその周辺のカ
ンダール州に立地した繊維縫製工場の女性労働力需要が農村地域の余剰労働力を吸収してきて
いる｡ このような現状の中で, カンボジアの今後の労働市場について考えていくと, ①若年人
口の増加, ②繊維縫製業の先行きの不透明性, ③高度人材と雇用, の３点が懸念される｡  若年人口の増加
表５や図１から, 労働市場に参入する人口が確実に増加していくということが察知できる｡
特に,   歳未満の人口が多いことで,     年頃から始まったベビー・ブームによる若年層の増
加により  ),     年時点で総人口の半分以上 (   ％) を占めるようになっていることは注目
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  ) カンボジアの産業構造及び就業構造の変遷については, 藤田 (     ) で詳述されている｡  ) 国際機関日本     センター (    ) より聴取｡  ) 天川 (    ) では, 明示的ではないものの, カンボジアが隣国のタイ・ベトナムと比べて人口規模
が小さいという事情から, 同国政府は従来から人口増加政策を取ったという背景が指摘されている｡
図１ カンボジアの年齢層別人口比率 (1998年時点)







練を迎えている｡ これまで, 米国や   (欧州連合) などの先進諸国から    (最恵国待遇)
を得てカンボジアの    (特恵関税) の適用が認められたと同時に, さらに米国とは   
(二国間繊維協定) を締結し, クオータに基づく企業別の数量割当が与えられたことから, 同
国は先進諸国への繊維縫製品の輸出を拡大させてきた  )｡ しかしながら, カンボジアは    年














  ) 辻 (    ) では, カンボジアの繊維縫製業の発展と外国直接投資の関係について大変詳細に述べら
れている｡  ) カンボジアの農業及び観光旅行業のそれぞれの潜在性とその問題点については, 藤田 (     ) で
詳述されている｡ また,     年に制定されたカンボジアの新しい政策文書 ｢レクタンギュラー・ポリ
シー (               )｣ の中にも, 同国政府が農業と観光旅行業に注力していく旨が盛り込ま




カンボジアの教育青年スポーツ省によると,     年の公的職業・技術訓練校の在籍人数は    人, 私立校は     人,    の支援を受けている訓練校は     人であると発表されて
おり, 政府よりも   や民間機関が中心になっている｡ 民間機関の多くは, プノンペン市で
短期研修を行うコンピューター学校, 語学学校, ビジネス・スクール (会計学・経営学など)
で, その数は急増している｡ この中で語学学校に関して言えば,     カンボジア事務所









忘れてはならない｡ これに関連して, カンボジア最大の商業銀行である           の事
例を挙げておく｡                     (    ) からの聴取によれば, 同行は今後の銀
行運営における課題の一つに高度人材育成を挙げており, 特に若手職員に専門的な経済・金融
のノウハウを取得させるべく, タイ・シンガポールなどの     先発諸国にある大学院へ
トレーニー派遣させることを視野に入れているとのことである｡ しかしながら, 同行は, この
計画によって高度教育を受ける潜在的な職員が     先発諸国へ流出するのではないかと
の懸念も示している｡ すなわち, 高度な産業人材育成が図られるとしても, これがカンボジア




は２通りの方法が考えられる｡ １つは, 言うまでもなく産業技術・ノウハウの向上である｡ こ
の問題は多くの産業にとってきわめて重要であり, 実際にさまざまな取組みがなされてきてい
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車等の機材供与や, 財団法人海外貿易開発協会 (    ) による専門家派遣, 財団法人海外技術者研
修協会 (    ) による研修が実施され, カリキュラムの作成, 講義用教材の作成も含めた支援が行
われている｡
                                                                
る｡ 例えば, 上述した銀行業について言えば, 日本政策投資銀行によるカンボジア現地での銀
行員育成が挙げられる  )｡ もう１つは労働環境の改善である｡ この問題に関しては, 現在のと
ころ, 繊維縫製業以外では事例が見られないが  ), より多くの産業で ｢働きやすい環境｣ が提
供されれば, より多くの高度人材が雇用され, 確保されていくものと期待される｡
4‒3. 法制度改革の重要性
カンボジアにとって法制度改革は不可欠であるが, その根拠は２つある｡ まずは, ガバナン
スの改善への期待である  )｡ 上述した ｢所得貧困｣ の概念に基づくとするならば, 貧困削減の
ためにはマクロ的な経済成長が必要となるのだが, その際に貿易・投資の拡大が重要な下支え
の役割を果たすことになる｡ とりわけ, 投資に関しては, カンボジアの場合は外国資本に大い
に依存しているため, その誘致のための環境整備が喫緊の課題となる｡ そこで, 法制度改革を
通じてガバナンスが改善されることにより, それが投資拡大ひいては経済成長や貧困削減に寄
与していくものと考えられる｡ もう１つは, 内戦の再発防止である｡ 上述したとおり, カンボ
ジアは内戦を被った経験より, 内戦が自国のみならず近隣国にも負のスピル・オーバー効果を
もたらす ｢国際公共悪｣ 的要素を持ち, さらに, 内戦中に ｢法の支配｣ の欠如がクメール・ル




外国直接投資 (以下,    とする) 誘致へ向けて投資環境を整備するには, 適切なマクロ
カンボジアの開発戦略の再考    
  )     年９月にプノンペンでワークショップが開かれ, 最終的にカンボジアの金融セクターの質を向
上すべく, 主に実務的な融資審査の技術向上に重点が置かれた｡  ) カンボジアの繊維縫製業の労働基準遵守に関する取組みは, 日本労働研究機構 (    ) や   
(    ) に詳しく述べられている｡  ) ガバナンスについては,      (    ) が ｢ある国の経済的・社会的資源を開発に向けて活用する
際の権力使用のあり方｣ と定義しており, 公的部門の能力やあり方が重視されている｡ しかし, ガバ
ナンスと人間開発に焦点を当てた     (    ) によると, ガバナンスは公的部門の能力やあり方
だけではなく, 政治制度や社会制度を含んだものとして捉えられるようになり, その上で ｢民主主義
を深化させるために一番必要なことは, 民主的ガバナンスの中核となる制度や組織を構築することで
ある｣ と論じて, グッド・ガバナンスの中心を民主主義と見なす立場を主張している｡ 本稿では, ガ
バナンスと投資活動との関連性に重点を置いているため, 狭義としては前者を, 広義としては後者を
ガバナンスの定義とする｡  ) 本稿における ｢法の支配｣ の定義としては, ｢専断的な国家権力の支配を排斥し, 権力を法で拘束
することによって, 国民の権利・自由を擁護することを目的とする原理｣ とする｡
                                                                
経済運営, 所有権保護などの法整備, 汚職・腐敗のない政府を含めて, ソフトインフラが整備
される必要がある｡ すなわち, ｢グッド・ガバナンス (              ：良い統治)｣ が促
進されることである｡ これについては,                           (    ) が, ①                   , ②                         , ③                       , ④               , ⑤         , ⑥                  の６つの指標
を使用して,    カ国以上のガバナンスを評価している｡ その６つの指標の平均値をアジア諸
国で比較すると, カンボジアは, ラオスとミャンマーよりは優位にあれども, 先発諸国に比べ
ると劣位にあると言わざるを得ない (表７)｡ また, そのガバナンス指数と民間投資 (   に
占める民間セクターへの銀行融資) を, カンボジアを含むアジア・太平洋地域で見てみると,
両者には正の相関関係があることが分かる (図２)｡
以上より, カンボジアには, より一層のガバナンス改善の余地があることが窺える｡                          (    ) は, ｢反腐敗法 (                )｣ を    年か
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表７ アジア諸国のガバナンス指標 (2004年)
カンボジア ▲    ブルネイ    
ラオス ▲    インドネシア ▲   
ミャンマー ▲    マレーシア    
ベトナム ▲    フィリピン ▲   
中国 ▲    シンガポール    





(注) ①縦軸はガバナンス指数であり,                            (    ) より６つの指標の単純平均値で表
したもの｡
②横軸は   に占める民間セクターへの銀行融資の割合 (単位：％) である｡ いずれも    年度のデータ｡
③対象国はアジア・太平洋における  カ国・地域｡
出所：                          (    ) および         (     ) より作成
                                                                
ら実施させて, 政府の透明性確保に努めたいと述べている｡ さらに,    などの民間投資を
活性化させるためには, カンボジア政府は法律を確立するだけでなく, それを整合的に執行し,
かつ法律は安易に変更されないという信認を投資家から獲得しなければならない｡     カン
ボジア事務所 (    ) によると, カンボジアの場合, 法制度が未整備なため, 会社設立のため
の許認可制度も緩慢であり, ガバナンスが改善されなければ, 悪質な商品を生産する企業が横
行する懸念があるとのことである｡ さらに,     プロジェクトの一環として, 司法制度の構
築や民法・民事訴訟法の確立などの支援が積極的に行われている｡  ｢法の支配｣ と戦後復興
① ｢法の支配｣ の欠如
カンボジアの歴史において, ｢法の支配｣ が実態を持って受け入れられ, 定着したことはほ
とんどなかった｡ その背景として, 上述したクメール・ルージュの台頭やその他の独裁政権の
誕生が挙げられる｡       (国連カンボジア暫定統治機構) による復興が始まり, 各分野で
｢法の支配｣ の整備が進められているものの, 順調とは言い難い｡ 市民生活と紛争解決に資す





ただし, カンボジアにおける ｢法の支配｣ の問題は, 単なる法令や制度上の不備にあるので
はない｡ その背後では, 人材不足, 資金不足, 法学教育の不足, 法曹の薄給, 汚職, 市民の司
法的救済への実質的アクセスの制限など, 様々な要素が複雑に絡んでいる｡ さらに, 紛争解決
手段として用いられた暴力や武力は依然として人々の心の奥深くまで浸透しており, それが司






では, カンボジアは, どのようなプロセスで ｢法の支配｣ を定着させて, 貧困削減と戦後復
興を促進していくべきなのか｡ ここでは, 紛争を引き起こしかねない要因の一つが貧困である
という認識の下, 戦後復興における法制度改革支援という観点から, 貧困と ｢法の支配｣ の関
連性を考えていく｡
まずは, 法制度改革がもたらす効果を念頭に置き, その上で, 法が権力者の地位の強化や富
カンボジアの開発戦略の再考    
                                                                





に共通した内容を採択した｡ 以降, カンボジアは市場経済化を目指し, 様々な法制度改革を行
ってきた｡ 民法と民事訴訟法は, 私人間紛争・私有財産の保護に関係する基礎法であり, 市場
経済化の促進にとり重要な意味を持つ｡ また, 世界銀行や    (国際通貨基金) が    年に




も結びついて, 現実的には, 格差の増大 (例：法律を恣意的に運用する者とコネを持たない者
の格差, 法律扶助制度の不備などに起因した法律にアクセスできる者とそうでない者の格差)
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  ) 新垣 (    ) は, 貧困層に対する視点が希薄ではないかと思われる一例として, 土地・不動産登記
や管理制度を整備するための制度を指摘している｡ アジア開発銀行や世界銀行などの複数の国際機関
が, この分野における立法などの技術支援を実施している｡ しかし, 市場経済に不可欠な財産に対す
る私人の所有権を確保するための諸制度を短期間に整備しなければならないという緊急性が強調され
てきたあまりに, 例えば, 新規の登記制度が持つ効果, すなわち長年にわたり土地の登記制度と無関
係にされてきた貧困層にとり登記制度がどのような問題を生じさせるかなどの検討課題が先送りにさ
れてきた｡ さらに, 登記という概念の受け止め方の相違, 市場経済の安定性を優先させる援助機関に
よる法制度改革の支援活動と, 住居や農業活動の安定性を保つことを優先させる援助機関が行う活動
との間に生ずる摩擦といった問題もある｡  ) 環境悪化が懸念される事例の１つとして, ダム建設に伴う上流開発の影響がある｡                                   (    ) によれば, アジア開発銀行は, ヤリ滝ダムの近くにセサン第
３ダムの建設を進めているが, この中で, 最も懸念されているのはトンレサップ湖の生態系への影響
である｡ トンレサップ湖は雨季には増水したメコン川の水を吸収して膨らみ, 乾季には水をメコン川
に送り出すことで, ポンプのような役割を果たしている湖である｡ また, カンボジアにおける主要蛋
白源である魚の産卵場所でもあり, トンレサップ湖の漁業資源が国内の魚の供給に占める割合は  ％

















おわりに    年の内戦終結から  年が経った今, カンボジアは,       (国連カンボジア暫定統治
機構) による復興活動の後, 貧困人口比率を徐々に減少させる一方で, 民主化の進展, クメー
ル・ルージュ裁判実施,      ・   への加盟などを通じて, 一応のところ, 国際社会へ
の復帰と戦後復興を成し遂げていると評価されている｡ しかし, 実際に国内事情に着目すると,
本稿で述べたように, 所得不平等の増大, 労働市場におけるミスマッチ, ｢法の支配｣ の欠如
などの諸問題が横たわっていることが窺えた｡ これらは, カンボジア社会の安定を損なうとと













援に係る事例研究―｣ (    国際協力総合研修所 [編] 『平成  年度     客員研究
員報告書』     )
絵所秀紀 (    ) ｢序章 貧困と開発：主要論点の整理｣ (絵所秀紀＋穂坂光彦＋野上裕生 [編]
『貧困と開発 シリーズ国際開発・第１巻』 日本評論社)
郭洋春＋戸崎純＋横山正樹 [編] (    ) 『環境平和学 サブシステンスの危機にどう立ち向か
うのか』 法律文化社
木原隆司 (    ) ｢内戦の開発経済学とカンボジア｣ (財務省財務総合政策研究所 [編] 『                           ‒  』 財務省)
斎藤文彦 (    ) 『国際開発論 ミレニアム開発目標による貧困削減』 日本評論社
ジェトロ・アジア経済研究所＋朽木昭文＋野上裕生＋山形辰史 [編] (    ) 『テキストブック
開発経済学 (新版)』 有斐閣ブックス
ジョン・トーイ [原洋之介監訳] (    ) 『開発のディレンマ』 同文館出版
末廣昭 [編] (    ) 『開発主義   世紀システム４』 東京大学出版会
世界銀行 [編] (    ) 『戦乱下の開発政策』 シュプリンガー・フェアクラーク東京
高梨和紘 [編] (    ) 『開発経済学 貧困削減から持続的発展へ』 慶應義塾大学出版会
辻忠博 (    ) ｢後発開発途上国に対する直接投資と立地要因に関する一考察―カンボジア縫
製業の事例を中心に―｣ (日本貿易学会 [編] 『      年報』 第  号, 日本貿易学会)
日本労働研究機構 (    ) 『カンボジア 外資系衣料産業の拡大と雇用変動―大規模雇用出現
の経済的, 社会的影響―』 日本労働研究機構
速水佑次郎 (    ) 『開発経済学―諸国民の貧困と富 創文社現代経済学選書  』 創文社
廣畑伸雄 (    ) ｢第２節 経済｣ (カンボジア国別援助研究会 [編] 『カンボジア国別援助研
究会報告書―復興から開発へ―』     )
廣畑伸雄 (    ) ｢カンボジア｣ (日本政策投資銀行メコン経済研究会 [編] 『メコン流域国の
経済発展戦略』 日本評論社)
藤田輔 (     ) ｢東アジア市場統合における     後発諸国―新たな経済発展戦略と日本
の役割―｣ (立教大学平和・コミュニティ研究機構 [編] 『平和・コミュニティ研究    ：新たなコミュニティ形成に向けて―アジアとヨーロッパの事例に学ぶ―』 唯学書房)
藤田輔 (     ) ｢貿易自由化進展の中でのカンボジアの経済発展―繊維縫製業へのインパク
トと産業育成政策―｣ (立教大学経済学研究会 [編] 『立教経済学研究』 第  巻第１号,
立教大学経済学研究会)
マジット・ラーネマ (    ) ｢貧困：       ｣ (ヴォルフガング・ザックス [編] [三浦清隆
他訳] 『脱 ｢開発｣ の時代―現代社会を解読するキーワード辞典―』 晶文社)
山形辰史 (    ) ｢１章 経済成長と貧困・雇用：              論の系譜｣ (絵所秀紀＋
穂坂光彦＋野上裕生 [編] 『貧困と開発 シリーズ国際開発・第１巻』 日本評論社)
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                                                                
山崎幸治 (    ) ｢貧困の計測と貧困解消政策｣ (絵所秀紀＋山崎幸治 [編] 『開発と貧困―貧
困の経済分析に向けて―』 アジア経済研究所)
山崎幸治 (    ) ｢貧困解消政策―    年代以降の経済研究の成果と展望―｣ (国際開発学会
[編] 『国際開発研究』 第９巻第２号, 勁草書房)
渡辺利夫＋佐々木郷里 [編] (    ) 『開発経済学事典』 弘文堂
渡辺利夫 (    ) 『日本の東アジア戦略―共同体への期待と不安』 東洋経済
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